
 

 

 

第２章 国勢調査その他国勢の基本に関する統計調査の製表に関する

事項 

第１節 周期調査 

 

 平成21年度においては、国勢調査、住宅・土地統計調査、就業構造基本調査、全国消費実態調

査及び経済センサス（基礎調査・活動調査）に係る製表業務を行った。 

 

第１ 国勢調査 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度*2 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度*1

平成
17年
調査 

新産業分類特別集計 21.11 21.11. 5 ○ ○ 

ａ 

実績 
8,635人日 

 
対計画 

▲915人日 
（▲10％） 

特別集計（同居児等

に関する追加集計） 

21.12 
(平成22年度
以降に変更)

平成22年度
以降 

－ － 

平成
22年
調査 

第３次試験調査 21. 9 21. 9.11 ○ ○ 

調査区設定事務 
平成22年度

に継続 
平成22年度

に継続 
－ － 

＊1）統計センターが、委託元から提示された基準及び手続に基づいて製表業務を適切に行ったかを判断するもの。 

＊2）委託元が、統計センターから提出された製表結果について、誤りや期限の遅れなどがなかったかを判断したもの。 

注）「予定」の（ ）内は、委託元の事情等により年度途中で見直された変更後の業務終了予定時期。以下の表で同じ。 

 

２ 要員投入量 

国勢調査に係る実績は、8,635人日（対計画915人日（10％）減）であった。 

投入量減少の主な要因としては、特別集計（同居児等に関する追加集計）が委託元の事情等によ

り平成22年度に事務が移行したことなどが挙げられる。 

 

第２ 住宅・土地統計調査 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度

平成
20年
調査 

速報集計 21. 6 21. 6.26 ○

○ ａ 

実績 
11,117人日 

 
対計画 

▲4,992人日 
（▲31％） 

確報集計 22. 2 22. 1.21 ○

追加集計 
平成22年度

に継続 
平成22年度

に継続 
－

 

２ 要員投入量 

平成20年住宅・土地統計調査に係る実績は、11,117人日（対計画4,992人日（31％）減）であっ

た。 

投入量減少の主な要因としては、データチェック審査事務におけるリアルタイム修正の導入、

疑義処理システムの開発による各種ハンドリング作業の減少及び面積等簡易集計用コンスタント

を利用した修正システムにより事務量が減少したことなどが挙げられる。 
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第３ 就業構造基本調査 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度

平成
19年
調査 

新産業分類組替え集

計 
22. 3 22. 3.17 ○ ○ ａ 

実績 
1,580人日 

 
対計画 

＋575人日 
（＋57％） 

 

２ 要員投入量 

平成19年就業構造基本調査新産業分類組替え集計に係る実績は、1,580人日（対計画575人日

（57％）増）であった。 

投入量増加の主な要因としては、符号格付事務の結果精度を高めるために検査数量を１／３か

ら全数に変更したこと（対計画346人日増）に加え、新産業分類集計、自動格付検証業務等のシス

テム開発の規模が大きかったこと（対計画255人日増）による業務の増加などが挙げられる。これ

らの事務を除くと対計画26人日（３％）の減少となる。 

 

第４ 全国消費実態調査（全国単身世帯収支実態調査を含む。） 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度

平成
21年
調査 

家計収支編 

平成22年度
に継続 

平成22年度
に継続 

－ ○ ａ 

実績 
33,097人日 

 
対計画 

▲494人日 
（▲２％） 

品目編 

主要耐久消費財編 

貯蓄・負債編 

世帯分布編 

特定世帯編 

高齢者世帯編 

家計資産編 

分析表その１ 

 

２ 要員投入量 

平成21年全国消費実態調査（全国単身世帯収支実態調査を含む。）に係る実績は、33,097人

日（対計画494人日（２％）減）であった。 

投入量減少の主な要因としては、符号格付事務及び入力事務の精度を高めるために重点的に

行った研修により処理能率が向上したことなどが挙げられる。 

 

第５ 経済センサス（基礎調査・活動調査） 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度

平成
21年
調査
(基礎
調査) 

速報集計 
平成22年度

に継続 
平成22年度

に継続 
－ ○ ａ 

 

実績 
27,094人日 
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平成
24年
調査
(活動
調査) 

第１次試験調査 21. 4 21. 4. 2 ○

○ ａ 

対計画 
＋6,066人日 
（＋29％） 

第２次試験調査 
平成22年度

に継続 
平成22年度に

継続 
－

 

２ 要員投入量 

経済センサス（基礎調査・活動調査）に係る実績は、27,094人日（対計画6,066人日（29％）

増）であった。 

基礎調査では、調査票の記入不備による検査事務が増加したこと（対計画1,941人日増）やＯ

ＣＲ読取の不具合に対応したこと（対計画1,082人日増）などによる事務量の増加となった。また、

統計局における調査区設定誤り（未同定・誤同定）が判明したことによる追加事務が発生したこ

とにより、累次にわたる製表スケジュールの見直し・調整等が必要な状況となり、製表業務に多

大な影響を及ぼすこととなった。 

活動調査では、第２次試験調査における調査票形式の変更（単票形式から冊子形式）や調査事

項の変更などによるデータチェック等の製表事務の見直し（対計画227人日増）により事務量の増

加となった。 

これら計画外の業務を除くと対計画54人日（0.3％）の減少となる。 

 

 

第２節 経常調査 

 

 平成21年度においては、労働力調査、小売物価統計調査（消費者物価指数）、家計調査、個人

企業経済調査、科学技術研究調査、サービス産業動向調査、家計消費状況調査及び住民基本台帳

人口移動報告に係る製表業務を行った。 

 

第１ 経常５調査11の製表業務における要員の投入量の削減についての取組状況 

平成21年度は、要員の投入量を前年度以下とする目標を達成するため、業務量の変動に即応し

た人員の機動的配置、品質管理の徹底による手戻り等の排除などの合理化を図った。 

こうした取組の結果、経常５調査に係る要員投入量（ＬＡＮ切替えに伴うプログラムの修正、

日本標準産業分類改定等の年度で変動する業務を除いたもの）については、対前年度比約９％の

削減を達成した。 

 

第２  労働力調査 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度 

基本集計 

毎月 
調査月の翌月

下旬 
調査月の翌月下

旬に終了 

○ ○ ａ 

実績 
6,157人日 

 
対前年度 
▲826人日 
（▲12％） 

四半期平均 
４,７,10,１月

の下旬 
４,７,10,１月の

下旬に終了 
半期平均 ７,１月下旬 ７,１月下旬に終了

年平均 22年１月下旬 22. 1.29 

                             
11
 経常５調査：総務省統計局が１年以下の周期で実施する調査で、労働力調査、小売物価統計調査（消費者物価指数）、家計調

査、個人企業経済調査及び科学技術研究調査をいう。 
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年度平均 21年４月下旬 21. 5. 1 

詳細集計 
四半期平均 ５,８,11,３月

５,８,11,２月に
終了 ○

年平均 22. 3 22. 2.22 

 

２ 要員投入量 

労働力調査に係る実績は、6,157人日（対前年度826人日（12％）減）であった。 

投入量減少の主な要因としては、前年度に行ったシステム更新及び日本標準産業分類改定に伴

う事務が終了したことなどが挙げられる。 

 

３ 特記事項 
新産業分類に係る遡及集計において、ＪＣＬ（プログラムを実行させるための命令文）の記述

誤りにより、平成20年平均は結果表の一部に出力漏れが、平成20年度平均は集計結果に誤りがあっ

たため、それぞれについて再集計を行った。 

 

第３ 小売物価統計調査（消費者物価指数） 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度 

小売物価
統計調査
製表事務 

東京都区部 調査月の下旬 
調査月の下旬に

終了 

○ 

○ ａ 

実績 
6,964人日 

 
対前年度 

▲1,416人日 
（▲17％） 

全国 調査月の翌月下旬
調査月の翌月
下旬に終了 

年平均 
22年１月下旬 

(22. 4) 
平成22年度に

継続 

消費者物
価指数に
関する製
表事務 

東京都区部 調査月の下旬 
調査月の下旬

に終了 

○ 

全国 調査月の翌月下旬
調査月の翌月
下旬に終了 

四半期平均 
４,７,10,１月の

下旬 

４,７,10,１月
の上～中旬に

終了 

半期平均 ７,１月の下旬 
７月上旬,１月
中旬に終了 

年平均 22年１月下旬 22. 1.13 

年度平均 21年４月下旬 21. 4. 7 

地域差指数 21. 6 21. 5.27 

 

２ 要員投入量 

小売物価統計調査（消費者物価指数）に係る実績は、6,964人日（対前年度1,416人日（17％）

減）であった。 

投入量減少の主な要因としては、製表事務の変更事項が少なかったことや準備・整理事務にお

ける機器の処理能力向上及び担当職員の業務能率の向上などが挙げられる。 

 

第４ 家計調査 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度 

家計収支編 
二人以上 

の世帯 
調査月の翌月

下旬 
翌月28日頃に終

了 
○ ○ ａ 

実績 
29,532人日 
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単身世帯 
調査月の翌々

月中旬 
翌々月11日頃に

終了 
 

対前年度 
▲4,183人日 
（▲12％） 

総世帯 
調査月の翌々

月中旬 
翌々月11日頃に

終了 

四半期平均 
５,８,11,２月

の中旬 
５,８,11,２月の
上～中旬に終了

年平均 22年２月中旬 22. 2.12 

年度平均 21年５月中旬 21. 5.14 

貯蓄・負債編 

二人以上 

の世帯 
調査月の４か月

後の下旬 
調査月の４か月
後の下旬に終了

○四半期平均 
家計収支編の公表

から３か月後 

家計収支編の公表か
ら２か月後に終了
（４,７,10,１月の

下旬に終了） 

年平均 
家計収支編の公表

から３か月後 

家計収支編の公表か
ら２か月後に終了

（21. 4.28） 

合成数値編 

二人以上 

の世帯 
調査月の翌々

月中旬 
翌々月５日頃に

終了 

○

単身世帯 
調査月の翌々

月中旬 
翌々月11日頃に

終了 

総世帯 
調査月の翌々

月中旬 
翌々月11日頃に

終了 

四半期平均 
５,８,11,２月

の中旬 
５,８,11,２月の
上～中旬に終了

年平均 22年２月中旬 22. 2.12 

平成20年調査 
準調査世帯集
計 

二人以上 

の世帯 
21年10月下旬 21. 9.28 

○
単身世帯 21年10月下旬 21. 9.28 

平成21年調査 
準調査世帯集
計 

二人以上 

の世帯 
平成22年度に

継続 
平成22年度に 

継続 

単身世帯 
平成22年度に

継続 
平成22年度に 

継続 

 

２ 要員投入量 

家計調査に係る実績は、29,532人日（対前年度4,183人日（12％）減）であった。 

投入量減少の主な要因としては、役割分担を明確にした班体制や繁忙期への再任用職員の投入

などの体制整備のほか、業務能率の向上などが挙げられる。 

 

第５  個人企業経済調査 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度 

動向調査
票の製表
事務 

速報集計 
５,８,11,２月

の中旬 
５,８,11,２月
の上旬に終了 

○
○ ａ 

実績 
1,219人日 

 
対前年度 
▲39人日 

（▲３％） 

確報集計 
５,８,11,２月

の下旬 
５,８,11,２月の

下旬に終了 

平成20年度集計 21年５月下旬 21. 5.26 

構造調査
票の製表
事務 

平成20年集計 21年６月下旬 21. 6.25 ○

 

２ 要員投入量 
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個人企業経済調査に係る実績は、1,219人日（対前年度39人日（３％）減）であった。 

投入量減少の主な要因としては、前年度に行った日本標準産業分類改定に伴う事務が終了した

ことなどが挙げられる。 

 
３ 特記事項 

構造調査票による集計において、集計用個別データ符号表の修正誤りにより、平成13年調査分

から19年調査分までの構造編について再集計を行った。 

 

第６ 科学技術研究調査 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度 

平成21年調査 21.12 21.12. 4 ○ ○ ａ 

実績 
1,792人日 

 
対前年度 
▲372人日 
（▲17％） 

 

２ 要員投入量 

科学技術研究調査に係る実績は、1,792人日（対前年度372人日（17％）減）であった。 

投入量減少の主な要因としては、前年度に行った日本標準産業分類改定に伴う事務が終了した

ことに加え、データチェック審査や結果表審査事務の効率化などが挙げられる。 

 

第７ サービス産業動向調査 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度 

速
報
集
計 

月次 調査月の翌々月下旬  

○

○ 
 

ａ 

実績 
5,087人日 

 
対前年度 
＋226人日 
（＋５％） 

 20年10月～  
21年７月分 

((旧)21年９月中旬)
 

21年９月中旬に
終了 

 21年８月～  
22年１月分 

 調査月の翌々月
下旬に終了 

四半期 ５,８,11,２月の下旬  

 20年７～９月期 ((遡)21年12月上旬) 21.12. 2 

 20年10～12月期 ((旧)21年９月中旬) 21. 7. 9 

 21年１～３月期 ((旧)21年９月中旬) 21. 8.12 

 21年４～６月期 ((旧)21年９月中旬) 21. 9. 1 

 21年７～９月期  21.12. 7 

 21年10～12月期  22. 3. 1 

平成20年 ((旧)21年９月中旬) 21. 7. 9 

平成20年度 ((旧)21年９月中旬) 21. 8.12 

平成21年計 22年２月下旬 22. 3. 1 

確
報
集
計 

月次 調査月の５か月後下
旬 

 

○

 20年７月～  
21年４月分 

((旧)21年９月中旬)
 
((遡)21年12月上旬)

(旧)21年９月中
旬に終了 
(遡)21年12月上
旬に終了 

21年５月～  
10月分 

 調査月の５か月
後下旬に終了 
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四半期 ５,８,11,２月  

 20年７～９月期 ((旧)21年９月中旬)
((遡)21年12月上旬)

21. 7. 3 
21.12. 2 

20年10～12月期 ((旧)21年９月中旬)
((遡)21年12月上旬)

21. 8. 7 
21.12. 2 

 21年１～３月期 ((旧)21年９月中旬)
((遡)21年12月上旬)

21. 8.31 
21.12. 2 

21年４～６月期  21.12. 3 

 21年７～９月期  22. 3. 1 

平成20年 ((旧)21年９月中旬)
((遡)21年12月上旬)

21. 8. 7 
21.12. 2 

平成20年度 ((旧)21年９月中旬)
((遡)21年12月上旬)

21. 8.31 
21.12. 2 

注）（旧）は旧製表基準書による集計、（遡）は新製表基準書による遡及集計 

 

２ 要員投入量 

サービス産業動向調査に係る実績は、5,087人日（対前年度226人日（５％）増）であった。 

投入量増加の主な要因としては、新旧の製表基準書に基づく集計及び遡及集計への対応（対前

年度890人日）による事務の増加が挙げられる。これら年度で変動する事務を除くと4,197人日（前

年度4,861人日）で、対前年度664人日（14％）の減少となる。 

 

第８ 家計消費状況調査 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 投入量 
予 定 実 績 期限 適合度 

速
報
集
計 

月次 
調査月の翌月

下旬 
調査月の翌月下

旬に終了 

○

○ ａ 

実績 
247人日 

 
対前年度 
＋103人日 
（＋71％） 

四半期平均 
４,７,10,１月

の下旬 
４,７,10,１月の

下旬に終了 
年平均 22年１月下旬 22. 1.28 

年度平均 21年４月下旬 21. 4.23 

確
報
集
計 

月次 
調査月の翌々

月上旬 
調査月の翌々月

上旬に終了 

○四半期平均 
５,８,11,２月

の上旬 
５,８,11,２月
の上旬に終了 

年平均 22年２月上旬 22. 1.28 

年度平均 21年５月上旬 21. 5. 7 

 

２ 要員投入量 

家計消費状況調査に係る実績は、247人日（対前年度103人日（71％）増）であった。 

投入量増加の主な要因としては、調査票改定への対応（対前年度187人日増）が挙げられる。

これら年度で変動する事務を除くと60人日（前年度126人日）で、対前年度65人日（52％）の減少

となる。 

 

第９ 住民基本台帳人口移動報告 

１ 平成21年度年度計画に対する製表実績 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期限 適合度 

結果表出力 
月報 

調査月の翌月
中旬 

調査月の翌月中
旬に終了 

○ ○ ａ 

年報 
22. 3 

(22. 4) 
平成22年度に 

継続 
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